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｢財産評価顧問｣ 平成20年改正対応版 概要(Ｖｅｒ.H20.1) 

｢財産評価顧問 Ver.H20.1｣での対応内容をご案内します。 

このプログラムは、平成20年1月1日以後の相続、遺贈または贈与により取得した財産を評価する場合に

ご利用いただけます。 

概要のバージョンの表記について 
「Ver.H20.1」のように小数点以下2桁目は省略して記載 

しています。正確なバージョンはシステム起動後の［ヘルプ］

-［バージョン情報］で確認できます。 

1.データの利用について 
データ移行対象バージョン・・・Ver.H19.1以降 

上記のバージョンからデータ移行が可能です。 

Ver.H19.1のデータは、「旧バージョンデータ読込」で移行します。 

2.改正の概要 
当システムに関係する平成20年改正の内容は次のとおりです。 

●取引相場のない株式の評価の改正 

以下の改正および評価明細書は、平成20年 1月 1日以後に相続、遺贈または贈与により取得した財産の評

価に適用されます。 

(1) 類似業種比準方式の算式の改正 

類似業種比準方式の算式の分母については、１株当たりの利益金額がゼロを上回る場合には「5」とし、 

１株当たりの利益金額がゼロの場合には「3」と区分されていましたが、一律に「5」とすることとされ

ました。 

また、医療法人に対する出資を類似業種比準方式で評価する場合における算式の分母については、１株

当たりの利益金額がゼロの場合には「2」とされていましたが、同様に、一律に「4」とすることとされ

ました。 

(2) 取引相場のない株式等の評価明細書の様式及びその記載方法の改正 

類似業種比準方式の算式の改正に伴い、次の評価明細書における「比準割合」欄および、その記載方法

について改正されました。 

・第４表 類似業種比準価額等の計算明細書 

・第７表 株式保有特定会社の株式の価額の計算明細書 

【例：第4表 平成 20年 1月 1日以降用】 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

次の国税庁のホームページを参考にご覧ください。 
■「財産評価基本通達」（法令解釈通達）等の一部改正のあらまし（情報） 
http://www.nta.go.jp/shiraberu/zeiho-kaishaku/joho-zeikaishaku/hyoka/080407/01.htm 

８ 取引相場のない株式等の評価（類似業種比準方式の算式） 

■［手続名］取引相場のない株式（出資）の評価明細書 
平成20年分 
http://www.nta.go. jp/tetsuzuki/shinsei/annai/hyoka/annai/1470-01.htm 

●上場株式の評価明細書 様式変更 

上場株式の評価明細書で、下部の記載方法等の「1 取引所の名称欄」の説明が一部変更されました。 
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３.システムの対応内容 
Ver.H20.1での対応内容は、次のとおりです。 

●取引相場のない株式の評価の様式変更 

(1) 印刷フォームの変更 

「取引相場のない株式等の評価明細書」の様式が変更されましたので、入力画面、印刷フォームを

変更しました。様式の変更点は次のとおりです。 

株式 変 更 内 容 

第３表 「類似業種比準価額①」転記元第4表項目番号ずれに伴う項目名の変更 

第 4表 「比準割合」の(22)欄と(26)欄の削除、以降の項目番号のずれ 

第 6表 「類似業種比準価額①」転記元第4表項目番号ずれに伴う項目名の変更 

第 7表 「比準割合」の(20)欄と(24)欄の削除、以降の項目番号のずれ 

第 8表 「1株当たりのS1の金額の計算の基となる金額⑫」転記元第7表項目番号ずれに伴う項目名の変更 

(2) 第 4表、第7表 類似業種比準方式の計算変更 

類似業種比準方式の計算について、１株当たりの年利益金額＝0のときも分母「5」で計算するよう

に変更しました。 

また、医療法人に対する出資を類似業種比準方式で評価する場合、１株当たりの年利益金額＝0 の

ときも分母「4」で計算するように変更しました。 

●取引相場のない株式の評価 種類株式の計算 

種類株式についてその評価方法が明示されましたので、種類株式ごとの内書きや社債類似株式の外書き

などの入力・計算・印刷に対応しました。 

(1) 第 1表 1/4画面 

・入力項目「株式の種類」を追加します。普通株式、配当優先の無議決権株式などと入力します。 

入力されたデータは、取引相場のない株式の評価財産一覧の画面に表示されます。 

・「株式の種類」を評価明細書に「印刷する／印刷しない」が選択できるようにしました。 

「印刷する」が選択されている場合は、第3表、第4表、第6表の左上部の欄外に印刷します。 

(2) 第 3表 1.原則的評価方式による価額（1/3画面）上書項目への変更 

次の「1株当たりの価額」を、自動計算項目（黄色）から上書可能な項目（水色）に変更しました。

必要に応じて、手計算した額を上書きで入力します。 

④大会社の株式の評価、⑤中会社の株式の評価、⑥小会社の株式の評価 

(3) 第 3表 2.配当還元方式による価額（2/3画面）外書、内書の表示項目追加 

・次の項目に外書き、内書きの表示項目を追加して、第4表（1/2画面）から転記します。 

項目名 外書項目 内書項目 

⑨直前期末の資本金等の額 
第4表 ①直前期末の資本金等の額

(外書き)を表示 
－ 

⑩直前期末の発行済株式数 
第4表 ②直前期末の発行済株式数

(外書き)を表示 

第4表 ②直前期末の発行済株式数

(内書き)を表示 

⑪直前期末の自己株式数 
第4表  ③直前期末の自己株式数

(外書き)を表示 

第4表  ③直前期末の自己株式数

(内書き)を表示 

直前期 

⑭年配当金額 

第 4表  ⑥ 直前期の年配当金額

(外書き)を表示 
－ 

直前々期 

⑭年配当金額 

第4表  ⑥直前々期の年配当金額

(外書き)を表示 
－ 

・「⑱１株(50円)当たりの年配当金額」の計算処理を、内書き、外書きを考慮した仕様に変更しまし

た。 
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(4) 第 4表 比準要素等の金額の計算（1/2画面）外書、内書の入力項目追加 

・次の項目に外書き、内書きの入力項目を追加します。入力された外書き、内書きは、第3表（2/3

画面）、第6表（2/3画面）に転記します。 

項目名 外書項目 内書項目 

①直前期末の資本金等の額 ①直前期末の資本金等額(外書き)を入力 － 

②前期末の発行済株式数 ②直前期末の発行済株数(外書き)を入力
②直前期末の発行済株数(内書き)を入力

※ 

③直前期末の自己株式数 ③直前期末の自己株式数(外書き)を入力
③直前期末の自己株式数(内書き)を入力

※ 

直前期 

⑥年配当金額 
直前期の⑥年配当金額(外書き)を入力 － 

直前々期 

⑥年配当金額 
直前々期の⑥年配当金額(外書き)を入力 － 

直前々期の前期 

⑥年配当金額 

直前々期の前期の⑥年配当金額

(外書き)を入力 
－ 

直前期 

⑪法人税の課税所得金額 

直前期の⑪法人税の課税所得金額

(外書き)を入力 
－ 

直前々期 

⑪法人税の課税所得金額 

直前々期の⑪法人税の課税所得金額

(外書き)を入力 
－ 

直前々期の前期 

⑪法人税の課税所得金額 

直前々期の前期の⑪法人税の課税所

得金額(外書き)を入力 
－ 

直前期 

⑰資本金等の額 
直前期の⑰資本金等の額(外書き)を表示 － 

直前々期 

⑰資本金等の額 

直前々期の⑰資本金等の額(外書き)を

入力 
－ 

※年平均配当金額(B1)、(B2)の計算処理を、内書きを考慮した仕様に変更しました。 

下部欄外に変更した計算式を印刷します。 

(5) 第 6表 1.純資産価額方式等による価額（1/3画面）上書項目への変更 

次の「1 株当たりの価額」を自動計算項目（黄色）から上書可能な項目（水色）に変更します。必要に

応じて、手計算した額を上書きで入力します。 

④比準要素数1の会社の株式、⑤株式保有特定会社の株式、⑥土地保有特定会社の株式、 

⑦開業後3年未満の会社等の株式、⑧開業前又は休業中の会社の株式 

(6) 第 6表 2.配当還元方式による価額（2/3画面）外書、内書の表示項目追加 

・次の項目に外書き、内書きの表示項目を追加して、第4表（1/2画面）から転記します。 

項目名 外書項目 内書項目 

⑪直前期末の資本金等の額 
第4表 ①直前期末の資本金等の額

(外書き)を表示 
－ 

⑫直前期末の発行済株式数 
第4表 ②直前期末の発行済株式数

(外書き)を表示 

第4表 ②直前期末の発行済株式数

(内書き)を表示 

⑬直前期末の自己株式数 
第4表  ③直前期末の自己株式数

(外書き)を表示 

第4表  ③直前期末の自己株式数

(内書き)を表示 

直前期 

⑯年配当金額 

第 4表  直 前 期の⑥年配当金額

(外書き)を表示 
－ 

直前々期 

⑯年配当金額 

第4表  直前々期の⑥年配当金額

(外書き)を表示 
－ 

※「⑳１株(50円)当たりの年配当金額」の計算処理を、内書き、外書きを考慮した仕様に変更しました。 

●上場株式の評価 印刷フォームの変更 

印刷フォームを新様式に変更しました。 

●案件選択・作成画面の変更 

案件選択一覧の画面で、横スクロールバーが表示しないように幅を広げました。 
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●土地及び土地の上に存する権利の評価 項目コピー機能の追加 

「住居表示」「所在地番」に項目コピー機能を追加しました。 

＜項目コピー＞ボタンをクリックすると、直前に選択した財産の「住居表示」「所在地番」の内容を

一度に貼り付けることができます。 

●市街地農地等の評価 項目コピー機能の追加 

評価する農地等「所在地番」、比準宅地 1 ㎡当たりの評価額「所在地番」に項目コピー機能を追加しまし

た。 

＜項目コピー＞ボタンをクリックすると、直前に選択した財産の「所在地番」の内容を一度に貼り付ける

ことができます。 

●取引相場のない株式の評価 項目コピー機能の追加 

財産一覧に＜コピー＞ボタンを追加して、株式データのコピーができるようにしました。 

同一会社名の株式データをコピーして作成する場合は、第 1表（1/4 画面）で財産 NOを変更してから

「株式の種類」を入力すると、財産一覧に表示され、区別することができます。 

●取引相場のない株式の評価 第 1表 会社規模と Lの割合の判定 上書対応 

会社規模と L の割合「判定」欄を上書き可能な項目（水色）に変更し、システムの自動判定結果を変更

できるように対応しました。 

（画面イメージ） 

 
 
●上場株式の評価 端株の対応 
相続税申告書への連動などで使用する「持株数」に小数点以下の入力を対応しました。 

●登録銘柄及び店頭管理銘柄の評価 端株の対応 

相続税申告書への連動などで使用する「持株数」に小数点以下の入力を可能としました。 

●申告書への連動処理 土地地積の連動対応 
「土地及び土地の上に存する権利の評価」の地積の連動を以下のように変更しました。 

・セットバックを必要とする宅地、都市計画道路予定地の区域内にある宅地について、持分割合を考慮した

地積で連動するように変更しました。 

・広大地、大規模工場用地等、ゴルフ場用地等について、地積（土地1/2画面の地積）を連動するように

変更しました。 

●土地関連財産一覧表 連動財産のみ出力機能の追加 

土地関連財産一覧表の種別画面に「連動財産のみ印刷」を選択できる機能を追加しました。 

出力対象の種別の土地データのうち、申告書連動区分が「連動」に設定されている土地のみを印刷できる

ようになります。 

●一括印刷、一括印刷（取引相場のない株式）の変更 

一括印刷、一括印刷（取引相場のない株式）で、印刷が終了しても一括印刷画面を閉じないように変更しまし

た。 

●都道府県市町村一覧 市町村データの更新 

各入力画面の住所欄の入力で、＜一覧＞から表示される都道府県市町村一覧を2008年7月時点の市町村名に

更新しました。 

●案件バックアップ／リストア処理の変更 

・案件データバックアップ／案件データリストア、旧バージョンデータ読込の「フォルダ参照」の画面から、

新規フォルダを作成できるようにしました。 

・案件データバックアップで、初期設定を「データを圧縮してバックアップする」に変更しました。 
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●セットアップの変更 

・プログラムのセットアップ先フォルダ指定画面で、ネットワークドライブやリムーバブルディスクを

指定できないようにしました。 

・スタートメニューへの登録で、「エプソン応援シリーズ」プログラムフォルダをシステムごとにまとまる

ように階層化しました。 

4.動作環境について 

ＯＳ Windows®2000/XP/ Vista 

メモリ 
2000/XPの場合 128MB以上（256MB以上を推奨） 
Vista の場合 512MB以上（1GB以上を推奨） 

ＣＰＵ 
2000/XPの場合 400MHｚ以上（500MB以上を推奨） 
Vista の場合 800MHｚ以上（1ＧHｚ以上以上を推奨） 

ディスプレイ 
1024×768ドット(小さいフォント)を推奨（※1） 
※Windows® XPの場合は、標準フォントかつ96DPIを使用してください。 
※Windows® Vistaの場合は、標準のスケール（96DPI）を使用してください。 

表示色 
2000の場合 Hight Color(16ビット)以上 
XP/Vista の場合 中（16ビット）以上 

ＨＤＤ 60MB以上 

最大用紙サイズ A4 

プリンタ ページプリンタ（ポストスクリプト対応プリンタ除く） 

（※1）：解像度:800×600ドットは、動作保証外です。 

5.プロダクトIDについて  
プログラムのセットアップ(インストール)時にはプロダクトＩＤを入力します。プロダクトＩＤは製品固有の

24桁の数字で、同一のプロダクトＩＤは存在しません。1つの製品を複数のコンピュータにセットアップ

された場合、2台目以降では、別のプロダクトＩＤを入力されるまでプログラムの起動ができなくなります。 

プロダクト IDが記載されたラベルは、CD-ROMのケース(ライセンス商品の場合はライセンス使用許諾証

またはプロダクトIDのご案内ハガキ)に貼られます。詳細は改版商品に同梱のご案内(手順書)をご参照ください。 

ライセンス商品のご案内 

｢応援シリーズ｣で、同一プログラム(スタンドアロン版)を複数本使用される場合、２本目以降を割安価格で

お求めいただけるライセンス商品(及び年間プログラム保守契約)をご用意しています。 

■ライセンス商品はこんなときに最適です。 

①企業又は会計事務所内において、複数台のパソコンで使用する場合 

②本社以外の出先拠点(支社、営業所等)において使用する場合 

③会計事務所において、在宅処理や外出先処理(モバイル用途)等の所外で使用する場合 

④学校等の教育用途として使用する場合 

 
【著作権･使用許諾契約について】 
プログラムを使用するには、著作権法及び使用権許諾契約により、１台のコンピュータにつき１ライセンスの使用許諾が必要です。
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